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第１章 多古町総合計画のしくみ 

１．策定の背景と趣旨 

多古町は、令和３年３月に「第５次多古町総合計画」を策定し、基本構想（令和３年

度～令和 11年度）で掲げた町の将来像である“世代を超えて みんなで暮らしつづけ

たい 多古町”の実現に向けて、前期基本計画（令和３年度～令和６年度）で示す各種

施策の推進を図ってきました。 

 

計画を策定して以降、多古町を取り巻く状況は大きく変化しています。人々の価値

観やライフスタイルの変化による町民ニーズの多様化がみられ、自治体での対応が多

岐にわたって求められています。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大や自然

災害の発生等にともなう安全安心への意識の高まり、地域での共助の重要性、助け合

い支え合いの必要性の増大等、自治体と町民の協働で取り組んでいくことの重要性も

高まってきています。また、こういった変化だけではなく、首都圏中央連絡自動車道

（以下「圏央道」という）の開通や成田国際空港（以下、「成田空港」という）の機能

強化に向けた検討や調整が具体的に進められ、多古町が変化する大きなチャンスとな

る時期が近づいています。 

 

また、多古町では、人口減少や少子高齢化の進行も続いており、町としての大きな課

題の１つとなっています。この人口減少対策の推進に向けた計画として、「第２期多古

町まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和２年度～令和６年度）」を策定し、総合計画

と連携を図りつつ、各種施策を推進してきました。 

 

これら、「第５次多古町総合計画 前期基本計画」と「第２期多古町まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」の計画期間が満了することを受け、今後より一層の連携を図って

各種施策を推進していくため、総合計画と総合戦略を一体化し、「第５次多古町総合計

画 後期基本計画 及び 第３期まちひとしごと創生総合戦略（以下、「本計画」とい

う）」の策定をしました。 

 

多古町を取り巻く状況を踏まえつつ、国や県の進めるＳＤＧｓの推進やデジタル推

進の視点も取り入れた、これからの多古町が目指す方向性について町民と共有する計

画として、新しい多古町を作り上げ、より一層の町の発展につなげるための指針を示

します。 
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２．計画の位置づけと構成・計画期間 

本計画は、まちづくりの長期的なビジョン（将来像）や方向性を示すものであり、多

古町の最上位計画として位置づけられます。 

本計画は、「基本構想」と「基本計画」、「総合戦略」から構成され、「基本構想」では

長期的視点からまちづくりのビジョン（将来像）や方向性を示し、「基本計画」では中

期的視点からビジョン（将来像）の実現に向けたまちづくり分野別の目標や施策を示

し、「総合戦略」では人口減少対策に係る施策を示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の計画期間は、基本構想の満了と合わせ、５年間（令和７～11 年度）としま

す。 

【計画期間】 

 

平成 
23年 

平成 
24年 

平成 
25年 

平成 
26年 

平成 
27年 

平成 
28年 

平成 
29年 

平成 
30年 

令和 
元年 

令和 
２年 

令和 
３年 

令和 
４年 

令和 
５年 

令和 
６年 

令和 
７年 

令和 
８年 

令和 
９年 

令和 
10年 

令和 
11年 

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 
                   

第４次多古町総合計画（基本構想）          

前期基本計画 後期基本計画          

          第５次多古町総合計画（基本構想） 

          前期基本計画 後期基本計画 

              

 

一体化 

 

    第１期多古町総合戦略 第２期多古町総合戦略 第３期多古町総合戦略 

基本構想 
９年間（令和３年度～令和 11年度） 

長期的視点からまちづくりのビジョン（将来像）や方向性を示す 

後期基本計画 
5 年間（令和７年度～令和 11年度） 

中期的視点からビジョン（将来像）の実現に 

向けたまちづくり分野別の目標や施策を示す 

総合戦略 
5 年間（令和７年度～令和 11年度） 

人口減少対策を総合的・効果的に 

推進していくための取組を示す 

ビジョン（将来像）を共有し 

連携して施策を進めていく 
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第２章 計画の背景 

１．町のすがた 

多古町は、千葉県の北東部に位置し、東西約 13.6㎞南北約 12.9㎞、面積は 72.80㎢

で県内町村の中で２番目の広さです。北西は成田市、北東は香取市、南東は匝瑳市、横

芝光町、南西は芝山町に隣接しており、都心へは約 70 ㎞、千葉市へは 42 ㎞、成田市

へは 17㎞の距離にあります。 

旧多古町は、昭和 26 年４月に香取郡東條村と合併し多古町となり、昭和 29 年３月

には香取郡久賀村、常磐村、中村と合併し、現在の多古町となりました。 

多古町を取り巻く社会状況は、昭和 53 年に成田国際空港の開港、昭和 57 年に東関

東自動車道が開通しており、更に令和８年度までには圏央道が開通する予定です。 

町中央部を南北に流れる栗山川の流域は、低地で水田地帯が広がり多古米の産地と

なっています。北部及び東部は、台地が広がり畑地帯を囲むように山林が緩傾斜面と

なっています。 

地名の由来の一説として、かつて海底が隆起して陸地となり、多くの湖ができたこ

とから「多湖（多古）」という地名になったともいわれている本町は、栗山川の豊かな

水と田園風景、丘陵地帯の色とりどりの緑によって、自然あふれる美しい町となって

います。 
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２．多古町の状況 

①人口に関するデータ 

人口は、平成７年の 18,201人をピークとして、それ以降減少が続いており、令和２

年では 13,735 人となっています。人口変化率※については、平成７年以降減少が続い

ていましたが、令和２年では増加しており、人口減少傾向が少し回復しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢３区分別人口比率をみると、年少人口（０～14歳）、生産年齢人口（15～64歳）

は平成２年以降減少しているのに対し、老年人口（65歳以上）は増加しています。 
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人口ピラミッドをみると、平成２年では 40 代前半の団塊の世代と 10 代前半の団塊

ジュニア世代が多い飛行機型となっているのに対し、令和２年になると、60 代後半～

70 代前半の団塊の世代と 40 代後半の団塊ジュニア世代が多い釣鐘型に変化していま

す。 
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出生・死亡者数についてみると、出生数を死亡者数が上回る自然減の状況が令和元

年以降続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転入・転出者数についてみると、転出者数が転入者数を上回る社会減の状況が令和

３年以降続いています。 
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②世帯数に関するデータ 

世帯数は、平成２年以降増減しつつ推移しており、令和２年では 5,079 世帯となっ

ています。世帯あたりの人員は、平成２年以降一貫して減少し続けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③外国人住民に関するデータ 

外国人住民数は、平成 30年以降増加傾向が続いていましたが、令和４年に減少に転

じ、その後は再度増加傾向となっており、令和６年には 575人となっています。 

外国人住民割合についても同様に推移し、令和６年では 4.23％となっています。 
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④産業に関するデータ 

産業３分類別就業者の構成比についてみると、第１次産業の減少がみられます。平

成 27年から令和２年の変化をみると、第２次産業は増加、第３次産業は横ばいとなっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤通勤・通学に関するデータ 

町外から多古町への通勤・通学者については、匝瑳市が 15.8％、香取市が 16.7％と

多くなっています。また、多古町から町外への通勤・通学者については、成田市への通

勤・通学が 37.9％と最も多くなっています。 
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３．時代の潮流 

◆ 人口減少・少子高齢化の進展 

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という）が、令和５年に行った将来

推計人口によると、日本の将来人口は、令和２年の約 1億 2,615万人から令和 52（2070）

年には約 8,700万人となっており、50年後は現在の７割弱まで減少するものと推計さ

れています。また、年齢３区分別にみると、50年間で年少人口比率は 11.9％から 9.2％、

老年人口比率は 28.6％から 38.7％となると予測され、少子高齢化が今後もさらに進行

することが見込まれています。 

このような人口減少・少子高齢化の進行による影響は、経済・社会活動の縮小や停

滞、医療や介護等の福祉サービスの需要の増加と社会保障費負担の増大、労働力人口

の減少による人手不足といった、様々な分野に及ぶことが懸念されます。 

子育て支援をはじめとする人口減少・少子高齢化対策を推進していくのと同時に、

元気高齢者（自分の技術や経験、知識等を活用して、積極的に社会活動に参画されてい

る 65歳以上の方）の活躍推進やデジタル技術等の更なる利用等、人口構造・社会構造

の変化に対応した施策の推進を図っていくことが求められます。 

 

◆ デジタル化の進展と第４次産業革命 

ＩＣＴの発達によって、様々なビッグデータの集約・分析・活用による新たな経済価

値が産出されており、ＡＩを活用した単なる情報解析だけでなく複雑な判断を伴う労

働やサービスも機械による提供が可能となってきています。また、従来のロボット技

術も更に複雑な作業が可能となっているほか、３Ｄプリンターの発展により複雑な製

造も可能となっています。さらに、テレワークやサテライトオフィス等の取り入れや

対応も進んでいる中で、人々の働き方の変革もみられます。 

こういった第４次産業革命による飛躍的な発展が世界的に見込まれる中、国内にお

いてもこうした技術を産業や社会活動に取り入れ、生産効率の飛躍的な向上による経

済的発展の他、労働力不足等の社会的課題の解決に向けて進んでいくことが求められ

ます。 

 

◆ 地域での助け合い、共助社会の必要性の増加 

制度・分野ごとの縦割りや支え手、受け手という関係を超えて、地域住民や地域の多

様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」

つながることで、町民一人ひとりの暮らしと生きがい、安全・安心な地域を共に作って

いく「地域共生社会」の実現に向け、様々な取組が進められてきています。 

しかし、地域における近所づきあいの低下や自治会など共同体機能の低下は続いて

おり、今後もより一層の共助意識の醸成に向けて取り組んでいくことが求められます。 
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少子高齢化の進行、孤立死やひきこもりなどの社会的孤立、病気や貧困、虐待、ヤン

グケアラーなど、複合的で多様な課題を抱える方を、行政と町民の協働によって支え

ていくことが重要です。 

 

◆ 安全・安心の確保、防犯・防災への関心の高まり 

気候変動の影響による大型台風や集中豪雨による被害や、南海トラフ地震等の巨大

地震への懸念といった自然災害に対する不安の高まりに加え、子どもや高齢者を狙っ

た犯罪やインターネット・ＳＮＳによる被害、多くの方を巻き込む交通事故など、身の

回りで発生する事件や事故への対応・対処が重要視されており、安全・安心に対する関

心が高まっています。 

また、新型コロナウイルス感染症による影響は、生命だけでなく、社会的・経済的影

響も大きく、グローバル化の更なる進行により、感染症のリスクは今後も予想されま

す。 

防犯・防災対策の拡充、被害を最小限にするための迅速な対応等、地域でこれからも

安全・安心に暮らしていくためのまちづくりが求められます。 

 

◆ 脱炭素の推進、持続可能なまちづくりの推進 

深刻化する気候変動や経済格差等の世界的課題の根本的な解決に向けた持続可能な

開発目標であるＳＤＧsに沿った取組が進められています。 

また、地球温暖化対策に向け、「パリ協定」のもと、温室効果ガスの排出削減を目指

した脱炭素の取組が世界で行われています。我が国においても「2050 年までに温室効

果ガスの排出を実質的にゼロにするカーボンニュートラルを実現する」宣言がなされ、

再生可能エネルギーの利用、ごみの削減や再利用の促進、省エネルギーといった環境

負荷軽減に向けた取組を進めています。 

持続可能な社会の実現に向けて、今後もより一層の循環型社会の構築、自然との共

生などの取組の推進が求められます。 

 

◆ 地方分権の進展と行財政基盤の確立 

地方分権の進展により、自治体の果たす役割と責任の範囲が拡大しています。しか

し、地域住民のニーズの多様化や、人口減少による税収の減少といった課題もみられ、

税収の増加につながる地域産業の活性化や雇用創出の取組、事業の選択と集中による

効果的・効率的な行財政改革・運営が求められます。また、単独では難しい施策などは、

近隣の市町村との連携による「広域連携」の取組も求められます。 

今後も、町民ニーズに合った施策の推進に向けた、効率的・効果的なまちづくりの推

進が重要です。  
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４．ＳＤＧs（Sustainable Development Goals）との関連 

ＳＤＧsとは、経済・社会・環境をめぐる広範な課題に取り組むための「持続可能な

開発目標」のことで、平成 27 年に国連において採択された「誰一人取り残されない」

社会の実現に向けた 17の目標を指します。 

本計画では、政策とＳＤＧsの関連づけを行い、ＳＤＧsを持続可能なまちづくりに

向けて活用します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
1．貧困をなくそう 

あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に終
止符を打つ 

 
10．人や国の不平等をなくそう 

国内および国家間の格差を是正する 

 

2．飢餓をゼロに 

飢餓に終止符を打ち、食料の安定確保と栄
養状態の改善を達成するとともに、持続可
能な農業を推進する 

 
11．住み続けられるまちづくりを 

都市と人間の居住地を包摂的、安全、強靭
かつ持続可能にする 

 
3．すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な
生活を確保し、福祉を推進する 

 
12．つくる責任 つかう責任 

持続可能な消費と生産のパターンを確保
する 

 

4．質の高い教育をみんなに 

すべての人々に包摂的かつ公平で質の高
い教育を提供し、生涯学習の機会を促進す
る 

 
13．気候変動に具体的な対策を 

気候変動とその影響に立ち向かうため、緊
急対策を取る 

 
5．ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダーの平等を達成し、すべての女性
と女児のエンパワーメントを図る 

 
14．海の豊かさを守ろう 

海洋と海洋資源を持続可能な開発に向け
て保全し、持続可能な形で利用する 

 
6．安全な水とトイレを世界中に 

すべての人に水と衛生へのアクセスと持
続可能な管理を確保する 

 

15．陸の豊かさも守ろう 

陸上生態系の保護、回復および持続可能な
利用の推進、森林の持続可能な管理、砂漠
化への対処、土地劣化の阻止および逆転、
ならびに生物多様性損失の阻止を図る 

 

7．エネルギーをみんなに そしてクリ

ーンに 
すべての人々に手ごろで信頼でき、持続可
能かつ近代的なエネルギーへのアクセス
を確保する 

 

16．平和と公正をすべての人に 

持続可能な開発に向けて平和で包摂的な
社会を推進し、すべての人に司法へのアク
セスを提供するとともに、あらゆるレベル
において効果的で責任ある包摂的な制度
を構築する 

 

8．働きがいも経済成長も 

すべての人のための持続的、包摂的かつ持
続可能な経済成長、生産的な完全雇用およ
びディーセント・ワーク（働きがいのある
人間らしい仕事）を推進する 

 

17．パートナーシップで目標を達成し

よう 
持続可能な開発に向けて実施手段を強化
し、グローバル・パートナーシップを活性
化する 

 

9．産業と技術革新の基盤をつくろう 

強靭なインフラを整備し、包摂的で持続可
能な産業化を推進するとともに、技術革新
の拡大を図る 
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５．町民ニーズの把握 

これからのまちづくりに向けた町民ニーズの把握や、町民からまちづくりへの提案

やアイデアをいただくため、町民アンケート調査及び町民ワークショップを実施しま

した。 

 

【町民アンケート実施概要】 

調査対象 多古町にお住いの 16歳以上の方 2,000人（無作為抽出） 

調査期間 令和６年 ８月下旬～９月中旬 

実施方法 
郵送での配布・回収 

（ＷＥＢでの回答も可能：調査票にＷＥＢ回答用の二次元コードを記載） 

回収状況 714票回収（回収率 35.7％） 

 

【町民アンケート回答者属性】 

●性別                     ●年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各グラフの「ｎ」は、回答対象者の人数を示しています（以下同様）。 

 

 

【町民ワークショップ実施概要】 

 １回目 ２回目 

実施日時 
令和６年 10月２日（水） 

17：30～19：30 

令和６年 10月９日（水） 

17：30～19：30 

実施 

テーマ 

総合戦略で示す 

“数値目標の実現”に向けて 

総合計画で示す 

“まちの将来像の実現”に向けて 

参加者 
町民アンケート・広報等でご応募いただいた町民の方 11人と、多古町職員 15人、

千葉県立多古高等学校生徒９人、千葉県立匝瑳高等学校生徒２人の計 37人 

 

  

44.5

52.2

1.8

1.4

0% 20% 40% 60%

男

女

回答しない

無回答 n=796n=714

2.2

5.6

8.0

11.1

16.9

22.5

32.5

1.1

0% 10% 20% 30% 40%

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

無回答

n=714
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多古町の暮らしやすさ（単数回答）【町民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多古町への愛着度、魅力度（単数回答）【町民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

多古町を「暮らしやすい」と感じている方は 65.7％。「愛着・魅力」を

感じている方は 71.3％。将来像の「暮らしつづけたい」の実現に向けて、

今後も、暮らしやすく、愛着の感じられるまちであり続けることは重要。 

8.7

57.0

16.0

4.8

12.6

1.0

9.4

54.6

18.5

3.5

13.1

0.9

0％ 20％ 40％ 60％

とても暮らしやすい

どちらかといえば暮らしやすい

どちらかといえば暮らしにくい

とても暮らしにくい

どちらともいえない

無回答

R6（n=714）

R1（n=796）

27.3

44.0

14.0

4.2

9.5

1.0

29.5

41.0

14.4

4.3

9.8

1.0

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

愛着がある

どちらかというと愛着がある

さほど愛着はない

愛着はない

どちらともいえない

無回答
R6（n=714）

R1（n=796）
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まちづくりの「満足度」「重要度」（単数回答）【町民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 
圏央道開通や成田空港機能強化に向けた町の整備や
企業誘致の推進 

⑬ 公共交通の利便性確保、町内外へのアクセス向上 

② 民間事業者を活用した地域の活性化 ⑭ 
公園・緑地の整備、森林の維持による美しい景観の
形成 

③ 
多古町の知名度・愛着度向上に向けた、町の魅力発
信 

⑮ 
上下水道・ゴミ処理・騒音対策等の快適な住宅環境
の整備 

④ 
子育て支援、多古町で子育てしたいと思える環境づ
くり 

⑯ 災害対策、消防・防犯対策、交通安全対策の推進 

⑤ 
地域に密着した福祉の推進、町民同士の支え合の推
進 

⑰ 魅力ある幼児教育・学校教育の推進 

⑥ 
健診や運動による健康づくりの推進、安心できる地
域医療体制の充実 

⑱ 生涯を通じて学べる環境の充実 

⑦ 
農業の振興、新規就農者や後継者の育成、流通体制
の強化 

⑲ 
郷土愛の醸成やふるさと教育の推進、青少年の健全
育成支援 

⑧ 商工業の振興、創業や事業継承に向けた支援 ⑳ 
地域活動やボランティアの推進による協働のまちづ
くり、男女共同参画の推進 

⑨ 
多様な観光・交流プログラムの展開、道の駅の魅力
向上 

㉑ 効率的で適正な行政運営の推進・デジタルの活用 

⑩ 移住・定住支援の推進 ㉒ 健全で安定的な財政運営の推進 

⑪ 自然と調和した土地利用の推進、遊休地の活用 ㉓ 
町単独では対応が難しい取組に関する他の自治体と
の協力の推進 

⑫ 安全で快適な通行に向けた、道路や橋梁の整備  

重要度の高い項目のうち、「公共交通の利便性、アクセス向上」は満足

度が低く、「子育て支援の充実」に関しては満足度が高い。「防災・防犯」

も重要度としては最も高くなっている。 

※回答者のうち、「どちらともいえない」以外を回答した方の数によって、
グラフのマークを色分け。（回答者が多い←◆ ◆ ◆→回答者が少ない） 

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦
⑧

⑨
⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲⑳

㉑
㉒

㉓

-1.00

-0.80

-0.60

-0.40

-0.20

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

0.60 0.80 1.00 1.20 1.40 1.60 1.80

Ⅱ：重要度はそれほど高くないが、

満足度は高い施策群

満足度

平均値

重要度

平均値

Ⅰ：重要度が高く、

満足度も高い施策群

Ⅲ：重要度はそれほど高くなく、

満足度も低い施策群

Ⅳ：重要度が高いが、

満足度は低い施策群

満
足
度

重要度
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多古町での就業希望（単数回答）【町民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多古町外で働く場合に、住みたい場所（単数回答）【町民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26.2

10.5

12.6

21.7

24.1

4.9

0% 10% 20% 30%

多古町で働きたい（働いている）

多古町で働きたいが、できない（できなかった）

多古町で働きたいと思わない（多古町以外の場所に就職・転職したい）

どちらともいえない

（定年等で）今後は仕事をしない

無回答 n=714

合計 多古町に
住みなが
ら、勤務
地まで通
勤したい

勤務地の
近くや周
辺に引っ
越したい

わからな
い

その他 無回答

165 99 48 14 3 1

100.0 60.0 29.1 8.5 1.8 0.6

73 41 25 4 2 1

100.0 56.2 34.2 5.5 2.7 1.4

87 55 23 9 0 0

100.0 63.2 26.4 10.3 0.0 0.0

29 9 16 3 1 0

100.0 31.0 55.2 10.3 3.4 0.0

60 38 17 5 0 0

100.0 63.3 28.3 8.3 0.0 0.0

75 52 15 6 1 1

100.0 69.3 20.0 8.0 1.3 1.3

75 42 25 7 1 0

100.0 56.0 33.3 9.3 1.3 0.0

31 14 10 6 0 1

100.0 45.2 32.3 19.4 0.0 3.2

23 16 7 0 0 0

100.0 69.6 30.4 0.0 0.0 0.0

35 27 6 1 1 0
100.0 77.1 17.1 2.9 2.9 0.0

中地区

全体

性
別

男性

女性

年
代

10・20歳代

30・40歳代

50歳以上

居
住
地
区

多古地区

久賀地区

常磐地区

「多古町で働きたい」割合が 36.7％（「多古町で働きたいが、できない

（できなかった）」を含む）。 

多古町以外で働きたい方についても、60.0％が多古町に住みながら通勤

したいと希望している。就業支援・通勤支援の充実も重要な視点。 
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町からの情報発信への満足度（単数回答）【町民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町政への町民の意見の反映度（単数回答）【町民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まちづくりへの参加意思・希望（単数回答）【町民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

町からの情報発信に満足している・町民の意見が反映されていると感

じる方が過半数。また、まちづくりへ「協力」の気持ちを持つ方が７割

程度となっている。今後も町民の声の反映と、町民参画の推進が重要。 

10.6

46.5

14.6

5.6

17.9

4.8

9.5

41.5

17.8

6.5

17.5

7.2

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

満足している

どちらかというと満足している

さほど満足していない

満足していない

どちらともいえない

無回答
R6（n=714）

R1（n=796）

2.5

54.6

31.9

5.7

5.2

2.1

52.4

32.4

5.3

7.8

0％ 20％ 40％ 60％

よく反映されている

ある程度は反映されている

あまり反映されていない

まったく反映されていない

無回答
R6（n=714）

R1（n=796）

10.2

46.1

19.5

16.4

1.0

3.8

3.1

15.3

34.9

13.8

24.2

1.4

3.6

6.7

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％

自分たちのまちを住みよくするために、自分から進んで協力したい

自分から進んではやらないが、依頼されれば協力する

あまり関心がないので、地元の熱心な人にまかせたい

面白そうな企画であれば、協力したい

協力はしたくない

その他

無回答
R6（n=714）

R1（n=796）
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充実を期待する結婚支援策（複数回答）【町民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

充実を期待する妊娠・出産・子育てへの支援策（複数回答）【町民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

35.2

14.0

5.9

26.3

47.9

59.9

3.4

10.4

0% 20% 40% 60% 80%

出会いの場の創出

婚活への経済的支援

交際や結婚のノウハウを学んだり、体験談を聞いたりする講座

結婚祝いなどの結婚資金の支援

若い夫婦への住居支援

安定した雇用の場の創出

その他

無回答
n=714

56.7

43.6

34.2

21.0

27.9

47.6

16.1

23.1

15.0

11.9

21.8

4.9

16.1

2.9

1.8

12.0

0% 20% 40% 60%

出産費用負担の軽減

こども園（保育所や幼稚園）にかかる費用負担の軽減

子ども連れでも出かけやすく、楽しめる場所の増加

公共施設など親子が安心して集まれる身近な場、イベントの機会創出

専業主婦（夫）など、誰でも気軽に利用できる保育サービスの充実

安心して子どもが医療機関を受診できる体制の整備

不妊治療に係る負担や費用負担の軽減

残業時間の短縮や休暇取得など、企業への職場環境改善の働きかけ

仕事に就きやすくするための資格取得の補助

妊娠・出産・子育ての相談や情報収集ができる相談窓口

病児・病後児保育施設の充実

妊娠・出産・子育てについて学べる機会の創出

産前産後ヘルパー制度の創設等、産前産後への支援

インターネットによる子育て支援サイトの整備

その他

無回答
n=714

結婚支援として「住居」「雇用」への支援が求められている。また、妊

娠から子育てに係る支援としては、出産や預かりに係る費用負担の軽

減や子どもの医療体制の整備を求める声が多い。 
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町全体の幸福度（10 点満点）は 6.34 点で上昇傾向。しかし、「娯楽施

設がある」「やりたい仕事を見つけられる」「飲食を楽しめる場所があ

る」「公共交通機関での移動がしやすい」「収入を得られる仕事がある」

「挑戦・成長する機会がある」について、低い評価。 

-4.4

-8.0

-10.2

-20.2

-20.7

-23.7

-24.9

-27.8

-28.2

-28.3

-28.4

-32.5

-35.1

-38.0

-39.9

-41.0

-44.2

-46.7

-47.6

-50.8

-53.2

-55.4

-58.5

-59.5

95.6

92.0

89.8

79.8

79.3

76.3

75.1

72.2

71.8

71.7

71.6

67.5

64.9

62.0

60.1

59.0

55.8

53.3

52.4

49.2

46.8

44.6

41.5

40.5

14.5

12.0

4.5

-150.0 -100.0 -50.0 0.0 50.0 100.0 150.0

身近に自然を感じることができる

空気や水は澄んでいてきれいだと感じる

心地のいい居場所がある

まちなか等で、心地よく歩ける場所がある

地域の雰囲気は、自分にとって心地よい

子育て支援・補助が手厚い

子どもたちがいきいきと暮らせる

自慢できる自然景観がある

適度な費用で住居を確保できる

教育環境（小中高校）が整っている

騒音に悩まされることはない

介護・福祉施設のサービスが受けやすい

行政は、地域のことを真剣に考えていると思う

行政サービスのデジタル化が進んでいる

防災対策がしっかりしている

医療機関が充実している

日常の買い物にまったく不便がない

防犯対策が整っており、治安がよい

通学しやすい場所に学校がある

公共施設は使い勝手がよく便利である

環境への取組みが盛んである

仕事や日常生活の場でデジタルサービスを利用しやすい

歩道や信号が整備されていて安心である

自慢できる都市景観がある

飲食を楽しめる場所が充実している

公共交通機関で、好きな時に好きなところへ移動ができる

楽しい時間を過ごせる娯楽施設がある

あまりあてはまらない 全くあてはまらない

ある程度あてはまる 非常にあてはまる

-85.5

-88.0

-95.5

-6.8

-17.7

-18.6

-30.8

-33.9

-56.4

-62.9

-65.0

-70.1

93.2

82.3

81.4

69.2

66.1

43.6

37.1

35.0

29.9

23.5

-150.0 -100.0 -50.0 0.0 50.0 100.0 150.0

町内（集落）の人が困っていたら手助けをする

同じ町内（集落）に住む人たちを信頼している

町内（集落）に対して愛着を持っている

困ったときに相談できる人が身近にいる

地域活動への住民参加が盛んである

どんな人の意見でも受け入れる雰囲気がある

町内（集落）の人が自分をどう思っているかが気になる

女性が活躍しやすい雰囲気がある

若者が活躍しやすい雰囲気がある

見知らぬ他者であっても信頼する -76.5

-2.9

-17.5

-23.0

-30.6

-58.4

-72.5

97.1

82.5

77.0

69.4

41.6

27.5

14.5

13.4

6.6

-150.0 -100.0 -50.0 0.0 50.0 100.0 150.0

将来生まれてくる世代のために、良い環境や文化を残したい

精神的に健康な状態である

身体的に健康な状態である

自分のことを好ましく感じる

文化・芸術・芸能が盛んで誇らしい

学びたいことを学べる機会がある

新たな事に挑戦・成長するための機会がある

適切な収入を得るための機会がある

やりたい仕事を見つけやすい -93.4

-86.6

-85.5

-41.0

-32.5

-44.2

-10.2

-28.4

-28.2

-23.7

-24.9

-28.3

-47.6

-35.1

-50.8

-38.0

-55.4

-20.7

-20.2

-59.5

-27.8

-4.4

-8.0

-53.2

-39.9

-46.7

-58.5

59.0

67.5

55.8

14.5

89.8

71.6

71.8

12.0

4.5

76.3

75.1

71.7

52.4

64.9

49.2

62.0

44.6

79.3

79.8

40.5

72.2

95.6

92.0

46.8

60.1

53.3

41.5

-150.0 -100.0 -50.0 0.0 50.0 100.0 150.0

①医療機関が充実している

②介護・福祉施設のサービスが受けやすい

③日常の買い物にまったく不便がない

④飲食を楽しめる場所が充実している

⑤心地のいい居場所がある

⑥騒音に悩まされることはない

⑦適度な費用で住居を確保できる

⑧公共交通機関で、好きな時に好きなところへ移動ができる

⑨楽しい時間を過ごせる娯楽施設がある

⑩子育て支援・補助が手厚い

⑪子どもたちがいきいきと暮らせる

⑫教育環境（小中高校）が整っている

⑬通学しやすい場所に学校がある

⑭行政は、地域のことを真剣に考えていると思う

⑮公共施設は使い勝手がよく便利である

⑯行政サービスのデジタル化が進んでいる

⑰仕事や日常生活の場でデジタルサービスを利用しやすい

⑱地域の雰囲気は、自分にとって心地よい

⑲まちなか等で、心地よく歩ける場所がある

⑳自慢できる都市景観がある

㉑自慢できる自然景観がある

㉒身近に自然を感じることができる

㉓空気や水は澄んでいてきれいだと感じる

㉔環境への取組みが盛んである

㉕防災対策がしっかりしている

㉖防犯対策が整っており、治安がよい

㉗歩道や信号が整備されていて安心である

あまりあてはまらない 全くあてはまらない

ある程度あてはまる 非常にあてはまる

-85.5

-88.0

-95.5

-41.0

-32.5

-44.2

-10.2

-28.4

-28.2

-23.7

-24.9

-28.3

-47.6

-35.1

-50.8

-38.0

-55.4

-20.7

-20.2

-59.5

-27.8

-4.4

-8.0

-53.2

-39.9

-46.7

-58.5

59.0

67.5

55.8

14.5

89.8

71.6

71.8

12.0

4.5

76.3

75.1

71.7

52.4

64.9

49.2

62.0

44.6

79.3

79.8

40.5

72.2

95.6

92.0

46.8

60.1

53.3

41.5

-150.0 -100.0 -50.0 0.0 50.0 100.0 150.0

①医療機関が充実している

②介護・福祉施設のサービスが受けやすい

③日常の買い物にまったく不便がない

④飲食を楽しめる場所が充実している

⑤心地のいい居場所がある

⑥騒音に悩まされることはない

⑦適度な費用で住居を確保できる

⑧公共交通機関で、好きな時に好きなところへ移動ができる

⑨楽しい時間を過ごせる娯楽施設がある

⑩子育て支援・補助が手厚い

⑪子どもたちがいきいきと暮らせる

⑫教育環境（小中高校）が整っている

⑬通学しやすい場所に学校がある

⑭行政は、地域のことを真剣に考えていると思う

⑮公共施設は使い勝手がよく便利である

⑯行政サービスのデジタル化が進んでいる

⑰仕事や日常生活の場でデジタルサービスを利用しやすい

⑱地域の雰囲気は、自分にとって心地よい

⑲まちなか等で、心地よく歩ける場所がある

⑳自慢できる都市景観がある

㉑自慢できる自然景観がある

㉒身近に自然を感じることができる

㉓空気や水は澄んでいてきれいだと感じる

㉔環境への取組みが盛んである

㉕防災対策がしっかりしている

㉖防犯対策が整っており、治安がよい

㉗歩道や信号が整備されていて安心である

あまりあてはまらない 全くあてはまらない

ある程度あてはまる 非常にあてはまる

-85.5

-88.0

-95.5

-41.0

-32.5

-44.2

-10.2

-28.4

-28.2

-23.7

-24.9

-28.3

-47.6

-35.1

-50.8

-38.0

-55.4

-20.7

-20.2

-59.5

-27.8

-4.4

-8.0

-53.2

-39.9

-46.7

-58.5

59.0

67.5

55.8

14.5

89.8

71.6

71.8

12.0

4.5

76.3

75.1

71.7

52.4

64.9

49.2

62.0

44.6

79.3

79.8

40.5

72.2

95.6

92.0

46.8

60.1

53.3

41.5

-150.0 -100.0 -50.0 0.0 50.0 100.0 150.0

①医療機関が充実している

②介護・福祉施設のサービスが受けやすい

③日常の買い物にまったく不便がない

④飲食を楽しめる場所が充実している

⑤心地のいい居場所がある

⑥騒音に悩まされることはない

⑦適度な費用で住居を確保できる

⑧公共交通機関で、好きな時に好きなところへ移動ができる

⑨楽しい時間を過ごせる娯楽施設がある

⑩子育て支援・補助が手厚い

⑪子どもたちがいきいきと暮らせる

⑫教育環境（小中高校）が整っている

⑬通学しやすい場所に学校がある

⑭行政は、地域のことを真剣に考えていると思う

⑮公共施設は使い勝手がよく便利である

⑯行政サービスのデジタル化が進んでいる

⑰仕事や日常生活の場でデジタルサービスを利用しやすい

⑱地域の雰囲気は、自分にとって心地よい

⑲まちなか等で、心地よく歩ける場所がある

⑳自慢できる都市景観がある

㉑自慢できる自然景観がある

㉒身近に自然を感じることができる

㉓空気や水は澄んでいてきれいだと感じる

㉔環境への取組みが盛んである

㉕防災対策がしっかりしている

㉖防犯対策が整っており、治安がよい

㉗歩道や信号が整備されていて安心である

あまりあてはまらない 全くあてはまらない

ある程度あてはまる 非常にあてはまる

-85.5

-88.0

-95.5

-41.0

-32.5

-44.2

-10.2

-28.4

-28.2

-23.7

-24.9

-28.3

-47.6

-35.1

-50.8

-38.0

-55.4

-20.7

-20.2

-59.5

-27.8

-4.4

-8.0

-53.2

-39.9

-46.7

-58.5

59.0

67.5

55.8

14.5

89.8

71.6

71.8

12.0

4.5

76.3

75.1

71.7

52.4

64.9

49.2

62.0

44.6

79.3

79.8

40.5

72.2

95.6

92.0

46.8

60.1

53.3

41.5

-150.0 -100.0 -50.0 0.0 50.0 100.0 150.0

①医療機関が充実している

②介護・福祉施設のサービスが受けやすい

③日常の買い物にまったく不便がない

④飲食を楽しめる場所が充実している

⑤心地のいい居場所がある

⑥騒音に悩まされることはない

⑦適度な費用で住居を確保できる

⑧公共交通機関で、好きな時に好きなところへ移動ができる

⑨楽しい時間を過ごせる娯楽施設がある

⑩子育て支援・補助が手厚い

⑪子どもたちがいきいきと暮らせる

⑫教育環境（小中高校）が整っている

⑬通学しやすい場所に学校がある

⑭行政は、地域のことを真剣に考えていると思う

⑮公共施設は使い勝手がよく便利である

⑯行政サービスのデジタル化が進んでいる

⑰仕事や日常生活の場でデジタルサービスを利用しやすい

⑱地域の雰囲気は、自分にとって心地よい

⑲まちなか等で、心地よく歩ける場所がある

⑳自慢できる都市景観がある

㉑自慢できる自然景観がある

㉒身近に自然を感じることができる

㉓空気や水は澄んでいてきれいだと感じる

㉔環境への取組みが盛んである

㉕防災対策がしっかりしている

㉖防犯対策が整っており、治安がよい

㉗歩道や信号が整備されていて安心である

あまりあてはまらない 全くあてはまらない

ある程度あてはまる 非常にあてはまる

-85.5

-88.0

-95.5

「生活環境」 

について 

「自分らしい生き方」 

について 

「地域の人間関係」 

について 



20 

 

 

 

 

 

 

ＩＣＴ・ＤＸの推進を求める分野（複数回答）【町民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多古町の農業を元気にしていくための方策（複数回答）【町民アンケート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

43.3

41.3

30.5

35.9

31.7

25.1

22.0

1.3

3.8

5.2

45.0

47.9

33.5

27.8

29.3

24.2

20.1

2.4

5.9

3.8

0％ 20％ 40％ 60％

多古米のブランド化の推進

食品加工業者等との連携を強化し、

農産物を加工して商品化・生産する仕組み作り

観光と連携した農業の推進

農業機械や施設の整備・共有化

企業的な経営手法の指導や法人化の推進

集落営農の推進

高齢化に対応した出荷体制の構築

手立てはない

その他

無回答

R6（n=714）

R1（n=796）

37.0

35.6

17.9

42.3

28.0

48.7

26.8

2.8

6.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

福祉、子育て関係

教育、文化・生涯学習

産業、観光

医療、健康

道路、交通

防災、防犯

行政

その他

無回答
n=714

防災・防犯分野へのＩＣＴ活用が求められている。また、多古町の基幹

産業である農業を元気にしていくためには、多古米のブランド化や６

次産業化が重要と考えられている。町民の声を活かしたまちづくりを

今後も進めていくことが重要。 
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第２期「総合戦略」で掲げるＫＰＩの達成・更なる進捗に向けた取組・アイデア 

【町民ワークショップ】 

 

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

町民が考える「将来像の実現にむけた取組」         【町民ワークショップ】 
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６．まちづくりへの課題と期待 

各種データや町民ニーズからみる課題等を、施策の大綱別にまとめると以下のよう

になります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

情報整理中 
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第２編 基本構想 
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第１章 多古町の将来像 

１．町の将来像と基本的視点 

本計画における町の将来像と基本的視点は、「第５次多古町総合計画」の「基本構想」

において掲げられたものを踏襲し、長期的に目指すまちづくりの方向性として継続し

て定めます。 

また、国が示す「デジタル田園都市国家構想総合戦略」に基づく地域ビジョンとして

も地域の将来像を掲げ、デジタル技術を活用した課題解決と地域の活性化を進めるこ

とで、世代を超えて暮らし続けたいまちの実現を図ります。 

 

町の将来像 

～まちづくりの将来像と地域ビジョン～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的視点 

～町の将来像の実現に向けた３つの基本的視点～ 

 

 

 

 

 

 

 

  

新しい多古町 

～選ばれるまちへ～ 

みんなの多古町 

～協働・共創のまちへ～ 

ずっと続く多古町 

～持続可能なまちへ～ 
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２．今後の人口の推移（人口ビジョン） 

多古町の総人口は一貫して減少傾向となっており、今後も趨勢（すうせい）人口は 

更に減少することが想定され、人口減少・少子高齢化が進むと想定されています。 
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今後、多古町における様々な人口政策（本計画「第４編 総合戦略」参照）を進めて

いくことによる、多古町の目指すべき人口を以下に示します。 

また、圏央道の開通や成田空港の更なる機能強化などの効果により、更なる人口減

少抑制に取り組むことが重要です。 
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３．土地利用の方針 

①都市計画における土地利用の方針 

町の将来像の実現に向けて、総合的かつ計画的な土地利用を図るため、町では、以下

の５つの基本的な考え方のもと土地利用の方針について定めます。 

町民の生活や活動を支えるかけがえのない資源である土地を守り、最大限に活用し

ていくために、長期的な展望のもと総合的かつ計画的な土地利用を図っていきます。 

豊かな自然や歴史環境と調和した農村集落環境の保全と改善 

河川環境と水田の保全、丘陵の斜面緑地の保全、畑の保全と活用、生活環境の改善

等により、自然や歴史環境を維持・保全し、これらと調和した農村集落環境の保全と

改善を進めます。 

自然環境と調和した 新たな土地利用の誘導 

圏央道の開通による広域交通の利便性の向上に対応して、自然環境と調和した新

たな交流・産業機能を持つ土地利用を適切に配置します。 

魅力ある中心市街地の形成 

町の中心拠点である多古地区周辺において、都市基盤や生活環境の改善を図ると

ともに、民間活力の活用など、柔軟な手法により住宅地等の土地開発を推進し、更に

魅力ある中心市街地の形成を図ります。 

国際交流を促す土地利用の誘導 

圏央道インターチェンジ整備や成田空港の更なる機能強化による広域交通の利便

性を活かした産業・交流拠点及び空港用地内等の移転者や企業立地と合わせた就業

者等の町内居住の受け皿となる住宅市街地の形成を目指し、成田空港周辺地域にふ

さわしい都市基盤の整備を図ります。 

空き家・空き地等を活用した移住・定住・二地域居住の促進 

新型コロナウイルスの感染拡大や働き方改革の推進を背景にテレワークなど柔軟

で多様な働き方がよりー層進んでいることを踏まえ、空き家や空き地の利活用など、

勤務先や仕事は変えずに、本町で暮らし生活するライフスタイルを促進します。 

 

②圏央道の開通や成田空港の更なる機能強化に係る土地利用 

成田空港周辺９市町は、成

田空港の更なる機能強化の

効果を享受し持続的発展に

繋げるため、地域の特性を活

かした地域づくりを実施し

ます。多古町は「生活拠点」

「観光・産業」に重点を置い

た地域づくりを目指します。  

出典：成田空港周辺の地域づくりに関する「実施プラン」 
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４．施策の大綱 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「総合計画 後期基本計画」基本政策 

基本政策１ 
空港と共生・共栄するまちづくり 

〈圏央道・空港・シティプロモーション〉 

基本政策２ 
共に支え合う、みんなにやさしいまちづくり 

〈子育て・福祉・医療〉 

基本政策３ 
活気と賑わいのある自慢できるまちづくり 

〈産業振興・交流〉 

基本政策４ 
自然と調和した安全・安心なまちづくり 

〈環境・都市基盤整備・安全〉 

基本政策５ 
学びと生きる力を育むまちづくり 

〈教育・文化・人づくり〉 

基本政策６ 
みんなが主役のまちづくり 

〈町民参加・生きがい・行財政〉 

世代を超えて 

みんなで暮らしつづけたい 多古町 

新しい多古町 

～選ばれるまちへ～ 

みんなの多古町 

～協働・共創のまちへ～ 

ずっと続く多古町 

～持続可能なまちへ～ 
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第３編 後期基本計画 
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第１章 施策の体系 

基本構想で掲げた町の将来像の実現に向けて、基本的視点を踏まえ、以下の施策を

推進します。 

 

基本政策１ 空港と共生・共栄するまちづくり〈圏央道・空港・シティプロモーション〉 

圏央道の整備や成田空港の更なる機能強化が予定され、それに伴う企業誘致や雇用

拡大が見込まれる多古町にとっての大きな変化を、人口の増加や産業の増進といった

町の活性化につながる機会として活かし、より魅力的なまちづくりに取り組みます。 

また、新たな多古町の魅力を内外にＰＲ・発信し、多古町の魅力をより多くの人に周

知し、新たな居住地として、または訪れる地として、「選ばれる」まちづくりを目指し

ます。 

分野別施策 

○圏央道の開通・成田空港の更なる機能強化による町の活性化 

○民間活用の推進 

〇各種媒体を活用した積極的な情報発信 

 

 

基本政策２ 共に支え合う、みんなにやさしいまちづくり〈子育て・福祉・医療〉 

子育て世代が安心して子どもを産み育てることができるよう、町全体で子育て世代

を支え、子育てしやすいまちづくりを実現するための子育て施策を重点的に推進して

いきます。 

多様なニーズに対応した福祉・介護サービスの充実を図るとともに、地域における

共助の活動に対する支援を行い、共に支え合うまちづくりに取り組みます。また、年

齢・性別・障がいの有無・国籍を問わず、誰もが安心して暮らしていけるよう地域福祉

の推進を図ります。 

町民が主体的に自らの健康づくりに取り組む環境を整え、健康寿命が延伸し、生涯

を通じて健やかで心豊かに生活することができるまちづくりに取り組みます。 

分野別施策 

○多古町で子育てしたいと思える環境づくり 

○誰もが安心して暮らせる地域共生社会の構築 

○主体的な健康づくりと安心できる地域医療体制の充実 

  



31 

基本政策３ 活気と賑わいのある自慢できるまちづくり〈産業振興・交流〉 

農業では、意欲のある担い手の育成・支援を進めるとともに、生産体制の強化、未来

技術の活用等を通じた農業経営の安定化や生産性向上を図れるよう、総合的な農業振

興の推進体制の構築に取り組みます。 

農工商が連携した６次産業化を推進し、多古町が誇る農産物や特産品のブランド化

等により、活気と賑わいのある自慢できるまちづくりに取り組みます。 

成田空港に隣接、そして今後は立地する地域の特性を活かした企業の誘致や雇用の

場の創出、道の駅等を拠点とした多様な観光・交流事業の展開を図るとともに、魅力あ

ふれる多古町への移住・定住の支援を推進していきます。 

分野別施策 

○競争力と安定性のある農業経営環境の強化 

○まちの賑わいを創り出す商工業の振興 

○道の駅を拠点とした多様な観光・交流プログラムの展開 

○移住・定住支援の推進 

 

 

基本政策４ 自然と調和した安全・安心なまちづくり〈環境・都市基盤整備・安全〉 

多古町の魅力である豊かな自然環境を後世に引き継ぐため、森林・河川環境の保全、

田園風景等の景観の維持、公園・緑地の整備に努めるとともに、リサイクル体制の確立

やカーボンニュートラル・再生可能エネルギーの推進等、自然と調和したまちづくり

に取り組みます。 

また、より暮らしやすいまちづくりを目指し、公共交通、道路、公園、上下水道等の

都市基盤施設の適切な維持管理と機能強化に取り組みます。 

近年、想定を上回る大規模災害が増加していることから、総合的な危機管理体制の

強化を進め、災害対策に取り組むとともに、日常の防犯、交通安全、消防・救急、感染

症への対応など、町民の生命・財産を守る環境整備により、安全で安心して暮らすこと

のできるまちを目指します。 

分野別施策 

○自然と調和した土地利用の推進 

○地域特性を活かした交通ネットワークの強化 

○暮らしの利便性に配慮した公共交通体系の確保 

○親しみと憩いを感じる空間・景観の形成 

○快適で潤いのある暮らしの基盤・環境の整備 

○災害に強くしなやかで、安全・安心のまちづくり 
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基本政策５ 学びと生きる力を育むまちづくり〈教育・文化・人づくり〉 

次代を担う子どもたちが、社会の変化に対応できる確かな学力を身につけ、人生を

切り開くために必要な「生きる力」を育む魅力ある学校づくりに取り組みます。また、

「多古の子 町の子 みんなの子」のスローガンのもと、子どもたちの学びを地域や家

庭でともに支え合う体制づくりを進めます。 

更に、他国の伝統や文化を理解する国際理解教育を推進するとともに、成田空港に

隣接・所在する立地を活かしたキャリア教育や、小学校低学年からの英語に親しむ取

組等の推進を図ります。 

地域特有の伝統文化を次世代に継承するとともに、町民の芸術文化活動・スポーツ

活動を支援し、生涯を通じて主体的に学ぶことができる環境づくりに取り組みます。 

分野別施策 

○地域に根ざした魅力ある教育の推進 

○生涯を通じて学べる環境の充実 

○郷土を愛し次世代を担える人材の育成 

 

 

基本政策６ みんなが主役のまちづくり〈町民参加・生きがい・行財政〉 

町の限られた財源と人的資源を効果的・効率的に運用・活用し、より一層の都市基盤

の整備や公共施設の管理を進めるとともに、多様化する町民のニーズに対応し、町民

一人ひとりの声を大切にした行政経営に取り組みます。 

町民一人ひとりがまちづくりの主役であることを踏まえ、すべての町民がまちづく

りに関心を持ち、主体的に参加できるよう、町の情報を発信し、町民とともに協働・共

創によるまちづくりに取り組みます。 

分野別施策 

○まちづくりへの町民参加と協働・共創の構築 

○効率的・効果的な行政運営の推進 

○健全で安定的な財政運営の推進 

○多様なニーズに対応した広域行政の推進 
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第２章 分野別施策 

 

基本政策１ 空港と共生・共栄するまちづくり〈圏央道・空港・シティプロモーション〉 

 

基本政策２ 共に支え合う、みんなにやさしいまちづくり〈子育て・福祉・医療〉 

 

基本政策３ 活気と賑わいのある自慢できるまちづくり〈産業振興・交流〉 

 

基本政策４ 自然と調和した安全・安心なまちづくり〈環境・都市基盤整備・安全〉 

 

基本政策５ 学びと生きる力を育むまちづくり〈教育・文化・人づくり〉 

 

基本政策６ みんなが主役のまちづくり〈町民参加・生きがい・行財政〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

各施策等について検討・調整中 
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第４編 総合戦略 
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第１章 国や県の地方創生に関する動き 

（１）これまでの地方創生の取り組み 

我が国が直面する「人口減少」「少子高齢化」という課題に対し、国・地域全体で広

く共有し、一体となって取り組んでいくため、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」

と「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、地方創生に向けてそれぞれの地域の

特色を活かした様々な施策が進められてきました。 

そして、国の地方創生の取組が本格的に始動してから、令和６年で 10年を迎えまし

た。内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局と内閣府地方創生推進事務局

がとりまとめた「地方創生 10年の取組と今後の推進方向」では、地域によっては課題

解決に向けた行政と民間、住民等が連携した取組の推進が図られているところもあり、

地方創生の取組の成果が一定数あると評価しつつも、全体で見たときに人口減少や東

京圏への一極集中などの大きな流れを変えるには至っておらず、未だ地方が厳しい状

況にあることを重く受け止める必要があるとしています。 

今後も、これまでの地方創生の取組による成果、そして残された課題と新たな課題

を整理しつつ、人口減少や東京圏への一極集中等に関する認識を国民の間で広く共有

し、社会課題の解決や、一人ひとりの多様な幸せ（Well-Being）につながる施策を推進

していくことが求められています。 

 

（２）これからの地方創生とデジタル推進に係る考え方 

国は、「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略」の計画期間中に発生した、新型コ

ロナウイルス感染症の影響による、テレワークの普及や地方移住への関心の高まりと

いった、社会情勢の大きな変化を受け、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社

会」を目指す「デジタル

田園都市国家構想」の実

現に向け、デジタルの力

を活用しつつ、地域の個

性を生かしながら地方

の社会課題解決や魅力

向上の取組を加速化・深

化するための「デジタル

田園都市国家構想総合

戦略」を策定しました。 

  

デジタル田園都市国家構想の取組イメージ全体像 
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各地方自治体においても、それぞれが抱える社会課題等を踏まえ、地域の個性や魅

力を生かした地域ビジョンを構築し、地方版総合戦略の改訂に努めることとされてお

り、これまで進めてきた地方創生の取組をデジタルの力を活用して継承・発展させて

いくことが求められています。 

デジタル田園都市国家構想総合戦略の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局 

 

第２章 策定の趣旨 

多古町では、平成 27年度から５か年の第１期「多古町まち・ひと・しごと創生総合

戦略」、令和２年度から５か年の第２期「多古町まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以

下、「第２期「総合戦略」」という）を策定し、人口ビジョンにおける将来推計人口をも

とに、国や県の「総合戦略」の枠組みや指針に則しつつ、様々な取り組みを進めてきま

した。 

第２章の「今後の人口の推移」に示すように、多古町の人口は減少傾向で推移してお
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り、その傾向は今後も続くことが予想されています。しかし、平成 27年の国勢調査結

果を基に、平成 30年に社人研が実施した推計人口に比べ、令和２年の国勢調査におけ

る多古町の人口は上振れしており、第１期・第２期と取り組んできた、雇用の場の創出

や子育て環境の整備、移住・定住の促進といった、総合戦略における人口減少対策の取

り組みの効果が上がってきています。 

そのような中、令和６年度に第２期「総合戦略」の計画期間が満了となることから、

現在の状況等を踏まえ、後継計画の策定を行うこととしました。 

本計画における総合戦略（以下、「第３期「総合戦略」」という）」は、令和４年 12月

に閣議決定された「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を勘案した、「多古町デジタ

ル田園都市国家構想総合戦略」として策定しました。第２期「総合戦略」にて取り組ん

できた各事業を継承しつつ、デジタル技術を活用したさらなる地方創生の促進にむけ

て、今後も引き続き、多古町における人口減少対策を総合的・効果的に推進していきま

す。 

 

第３章 第２期「総合戦略」の評価・検証 

（１）人口動向の検証 

平成 27 年国勢調査を基にして、平成 30 年に社人研が行った人口推計と、令和２年

の国勢調査以降の実際の人口動向を比較すると、人口の緩やかな回復がみられます。

第２期の「総合戦略」における人口減少対策の取組が、第１期のときよりも、一層の効

果を上げていることが考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※社人研推計（2018年推計）は、社人研推計をもとに、補完推計（等比）を行ったもの。 

※国調ベース（千葉県推計人口）は、「千葉県毎月常住人口調査」（直近の国勢調査時の人口に、その後の出生・

死亡、転入・転出による人口の増減を加算したもの）による。  

14,724

13,423

13,171

12,919

12,666

12,414

12,162

13,735

13,448

13,185

12,918

11,500

12,000

12,500

13,000

13,500

14,000

14,500

15,000

平成27年

（2015）

令和２年

（2020）

令和３年

（2021）

令和４年

（2022）

令和５年

（2023）

令和６年

（2024）

令和７年

（2025）

多古町の人口動向

社人研推計（2018年推計）

国勢調査ベース（千葉県推計人口）

社人研推計（2018年推計）と比べ、 

人口の緩やかな回復が見られる 

令和６年時点での目指すべき人口

「13,200人」は未達成見込み 
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人口減少は緩やかとなってはきていますが、人口減少は続いており、令和５年（10月

１日時点）では、12,918人となっており、令和６年時点で目指す人口である 13,200人

は、達成が難しい状況です。 

 

（２）数値目標・ＫＰＩの評価 

第２期「総合戦略」では４つの基本目標と、各々の取り組みについての重要業績評価

指標（ＫＰＩ）を設定しました。数値目標と重要業績評価指標（ＫＰＩ）について４段

階で評価し、計画の進捗について評価を行います。 

 

達成状況 

達成 達成率 100％以上 ４点 

未達成 

達成率 75％以上～100％未満 ３点 

達成率 50％以上～75％未満 ２点 

達成率 50％未満 １点 

 

基本目標１ 多古町で安心して働ける雇用の場を創出し、これを支える人材を育成する 

●数値目標 

15～64 歳の就業率 
基準値 増減 Ｒ５実績値 目標値 達成状況 

79.42％ － － 82.00％ － 

●ＫＰＩ 

 基準値 増減 Ｒ５実績値 目標値 達成状況 

農業生産法人数 21 社 ↗ 28 社 26 社 4点 

認定農業者数 136 人 ↘ 135 人 146 人 3点 

新規就農数 8 人 ↗ +9 人 +8 人 4点 

6 次産業化・ブランド化特産品数 11 件 ↘ +4 件 +15 件 1点 

人・農地プラン作成地域数 － ↗ +10 地区 +10 地区 4点 

製造品出荷額等 542 億円 － － 602 億円 － 

空き店舗の活用数 － ↗ +8 店舗 +5 店舗 4点 

起業・創業の相談数 － ↗ 40 件 +10 件 4点 

誘致事業所数 6 事業者 ↘ 0 事業者 +6 事業者 1点 

奨学資金返済免除件数 9 件 ↗ 17 件 15 件 4点 

職場体験参加児童・生徒数 1,230 人 ↘ +558 人 +950 人 2点 

海外渡航プログラム参加生徒数 － → 0 人 +470 人 1点 

 

  

令和６（2024）年時点での 

目指すべき人口 
13,200人以上 
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基本目標２ 多古町への新たなヒトやモノの流れを創出し、移住・定住・Uターンを促進する 

●数値目標 

社会増減数 
基準値 増減 Ｒ５実績値 目標値 達成状況 

▲45 ↗ 4 ±0 4点 

●ＫＰＩ 

 基準値 増減 Ｒ５実績値 目標値 達成状況 

観光入込客数 999,750 人 ↗ 1,034,318 人 1,320,000 人 3点 

道の駅多古の売上高 547 百万円 ↗ 586 百万円 810 百万円 2点 

トランジット＆ステイプログラム

参加者数 
264 人 ↘ 0 人 420 人 1点 

町ホームページのアクセス件数 239,491 件 ↗ 340,229 件 340,000 件 4点 

町インスタグラムの１投稿あたり

の平均いいね数 
－ ↗ 175 件 350 件 2点 

移住相談件数 22 件 ↗ +417 件 +100 件 4点 

10 代の町に愛着がある人の割合 85％ ↘ 81.3％ 90％ 3点 

小・中学校ふるさと教育実施校数 全校で実施 → 全校で実施 全校で実施 4点 

授業や家庭学習へ積極的に取り組

む児童・生徒の割合 
84％ ↗ 85.8％ 90％ 3点 

図書館利用者数 9,753 人 ↘ 9,634 人 13,000 人 2点 

都市住民との交流事業参加者数 414 人 ↘ 146 人 510 人 1点 

SNS フォロワー数 725 件 ↗ 3,013 件 2,400 件 4点 

視察研修受入者数 300 人 ↘ 111 人 450 人 1点 

ふるさと寄附金額 57 百万円 ↗ 186 百万円 200 百万円 3点 

企業版ふるさと寄附金件数 － ↗ 4 件 2 件 4点 

 

基本目標３ 若い世代が結婚・出産・子育てのしやすい環境をつくる 

●数値目標 

合計特殊出生率 
基準値 増減 Ｒ５実績値 目標値 達成状況 

1.12 → 1.12 1.49 3点 

●ＫＰＩ 

 基準値 増減 Ｒ５実績値 目標値 達成状況 

空港シャトルバス利用者数 94,954 人 ↗ 115,458 人 110,000 人 4点 

住宅取得奨励金交付事業利用件数 103 件 ↘ +53 件 +30 件 4点 

空き家バンク登録件数 － ↗ +10 件 +15 件 2点 

婚姻率 2.7％ ↘ 2.2％ 3.2％ 2点 

待機児童数 0 件 ↗ 10 件 0 件 1点 

子育て支援センター利用者数 19,810 人 ↘ +6,884 人 +23,400 人 1点 

子育て交流室利用者数 529 人 ↗ +1,937 人 +3,600 人 2点 

第３子出生数 85 人 ↘ +59 人 +100 人 2点 
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●基本目標３ＫＰＩの続き 

 基準値 増減 Ｒ５実績値 目標値 達成状況 

母子保健事業参加者数 77 人 ↗ 419 人 500 人 3点 

おたふくかぜ予防接種率（５歳児） 81.3％ ↗ 86.3％ 87％ 3点 

女性の就業率 72.08％ － － 74.5％ - 

 

基本目標４ 誰もが健康でいきいきと活躍できる仕組みを整える 

●数値目標 

幸福度 
基準値 増減 Ｒ５実績値 目標値 達成状況 

6.16 ↗ 6.34 6.78 ３点 

●ＫＰＩ 

 基準値 増減 Ｒ５実績値 目標値 達成状況 

６５～７４歳の就業率 34.32％  － 40％ - 

生涯学習活動事業参加者数 2203 人 ↗ 3124 人 2500 人 4点 

デマンドタクシー利用者数 1160 人 ↗ 10691 人 2500 人 4点 

NPO 及びボランティア等民間主催の

イベント後援数 
14 団体 ↘ 8 団体 20 団体 1点 

たこらぼ利用者数 6577 人 ↗ +46,960 人 +40,000 人 4点 

介護予防サポーター活動者数 1,100 人 ↘ 796 人 1600 人 1点 

まちづくり志民活動申請件数 38 件 ↘ +34 件 +40 件 3点 

体育施設利用者数 67,120 人 ↘ 47,013 人 85,000 人 2点 

介護予防活動参加者数 10,022 人 ↘ 1,851 人 12,000 人 1点 

地区サロン実施地区数 7 地区 ↗ 9 地区 13 地区 2点 

健康寿命（６５歳男性） 83.13 歳 ↗ 84.40 歳 84.13 歳 4点 

健康寿命（６５歳女性） 86.80 歳 ↘ 86.49 歳 87.80 歳 3点 

高齢者のインフルエンザ予防接種

率 
49.4％ ↗ 51.5％ 50.6％ 4点 

 

人口の緩やかな回復がみられる中、数値目標については、「社会増減数」のみが目標

達成となっていますが、「合計特殊出生率」については維持、「幸福度」については上昇

傾向となっており、人口減少対策として、一定の効果がみられる数値目標となってい

ることが考えられます。今後も継続して取り組んでいくことが重要です。 

また、51 個のＫＰＩについては、目標達成が 18 個、達成率 75％以上が９個と半数

以上が目標達成または目標達成に近い状況となっています。達成度が低いＫＰＩにつ

いては、現状や今後の状況を踏まえ、取り組みや目標設定の見直しを行いつつ、継続し

て取り組んでいく必要があります。 
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第４章 総合戦略の方向性と具体的な取り組み 

（１）目指すべき人口 

人口ビジョンや多古町の実情を踏まえ、国勢調査年度である令和７（2025）年度時点

での目指すべき人口を 12,260人以上としていることから、第３期「総合戦略」の最終

年度の令和 11（2029）年度における目指すべき人口を 12,300人以上とする目標として

定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）基本目標と数値目標 

基本構想で掲げた地域ビジョンや上記の目指すべき人口の実現に向けて、国が示す

デジタル田園都市国家構想等を踏まえつつ、多古町の人口対策施策を推進していくた

めの基本目標として５つの基本目標を掲げます。また、その基本目標の達成を図るた

めに数値目標を基本目標ごとに設定し、総合的・効果的に推進していきます。 

 

基本目標１ 多古町で安心して働ける雇用の場を創出し、これを支える人材を育成する 

人口の転出抑制や転入促進のためには、人々のニーズに適合した雇用の場が町内に

あることが重要です。そのため、多古町の基幹産業である農業の振興や地元企業への

支援、圏央道の開通や成田空港の機能強化といった機会を捉えた企業誘致等を行い、

雇用の場の創出に努めます。 

またそれに関連して、人材の部分にも目を向け、地域や世界で活躍する人材の育成

のための支援に取り組みます。 

 

【数値目標】 

 
第２期 

「総合戦略」基準値 

第３期 

「総合戦略」基準値 

第３期 

「総合戦略」目標値 

15～64歳の 

就業率 

79.42％ 

（平成 27年） 

●●％ 

（令和●年） 

●●％ 

（令和 11年） 
  

関連する 

ＳＤＧｓ 

※ＳＤＧｓの詳細については資料編「資料５」を参照。 

令和 11（2029）年時点での 

目指すべき人口 
12,300人以上 

【出生】合計特殊出生率が令和 22年までに 1.80に上昇することを目指す 

【移動】0～14歳、25～49歳は定住率が 5年毎に 0.4％上昇、そのほかの年代

は 5年毎に 0.1％上昇することを目指す 
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基本目標２ 多古町への新たなヒトやモノの流れを創出し、移住・定住・Uターンを 

促進する 

豊富な地域資源や暮らしやすさ等、多古町が持つ多くの魅力を効果的にＰＲし、多

古町のイメージアップを図ることで、多古町を知り、関わりを持ってもらい、移住・定

住を促進します。 

また、ふるさと意識の醸成や特色ある教育を推進することにより、郷土愛の醸成を

図り、転出者のＵターンについても促進します。 

 

【数値目標】 

 
第２期 

「総合戦略」基準値 

第３期 

「総合戦略」基準値 

第３期 

「総合戦略」目標値 

社会増減数 
▲45人 

（平成 30年度） 

４人 

（令和５年度） 

●●人 

（令和 11年度） 
 

 

基本目標３ 若い世代が結婚・出産・子育てのしやすい環境をつくる 

若い世代に多古町に住んでもらうために、通勤・通学の利便性の向上を図るととも

に、住宅取得についても支援を行います。 

また、結婚・出産・子育てに関する支援の充実を図ることで、多古町で出会い、多古

町で暮らしていくための環境を整備します。 

 

【数値目標】 

 
第２期 

「総合戦略」基準値 

第３期 

「総合戦略」基準値 

第３期 

「総合戦略」目標値 

合計特殊出生率 
1.12 

（平成 30年） 

1.12 

（令和５年） 

●● 

（令和 11年） 

 

  

関連する 

ＳＤＧｓ 

関連する 

ＳＤＧｓ 
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基本目標４ 誰もが健康でいきいきと活躍できる仕組みを整える 

若者、高齢者、障がい者、外国人等、多古町に暮らす誰もが、居場所とコミュニティ

づくりを推進し、役割を持ち、生きがいを感じ、いつまでも健康でいきいきと活躍でき

る地域社会を目指し、それを実現するための仕組みを整備することで、魅力的な多古

町のまちづくりを応援・支援します。 

 

【数値目標】 

 
第２期 

「総合戦略」基準値 

第３期 

「総合戦略」基準値 

第３期 

「総合戦略」目標値 

幸福度※ 
6.16点 

（令和元年） 

6.34点 

（令和６年） 

●●点 

（令和 11年） 
※町民アンケートにて回答者自身の幸福度を 10点満点で回答していただき、その平均として算出したもの。 

 

 

基本目標５ 多古町のデジタル化・ＤＸを推進するための基盤や環境を整備する 

近年、デジタル技術が急速に発展しています。多古町においても、デジタル技術を活

用し、地域の個性を活かしながら、地方の社会課題の解決や魅力向上に取り組んでい

くことを目指し、デジタル化・ＤＸを推進するための基盤や環境の整備を進めます。 

 

 

【数値目標】 

 
第２期 

「総合戦略」基準値 

第３期 

「総合戦略」基準値 

第３期 

「総合戦略」目標値 

●● - 
●● 

（令和６年） 

●● 

（令和 11年） 
 

  

関連する 

ＳＤＧｓ 

関連する 

ＳＤＧｓ 
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（３）重点施策とＫＰＩ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

各重点施策等について検討・調整中 
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資料編 
 

 

 

 

基本構想条例 

多古町総合振興審議会設置条例 

多古町総合計画策定委員会設置要綱 

委員名簿 

策定の経緯 

 

 

 


